





























































































査定年［年目］ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
生涯賃金効果 261 252 243 234 225 216 207 198 189 180 171 162 153 144 135
査定年［年目］ 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
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A勝利 83 格差拡大 42
B勝利 17 格差不変 3





y 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
WA 261 0 0 0 0 216 0 0 0 0 0 0 0 144 0 0
WB 0 0 0 0 0 0 0 198 0 0 0 162 0 0 0 0
y 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 計 差
WA 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 621 144












y 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
A 261 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 144 0 0
B 0 0 0 0 0 216 0 0 0 0－171 0 0 0 0 0
y 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 計 差
A 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 27 0 0 0 432 387
B 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45
表5 ケース33：逆転ケース（値は生涯賃金増分［万円］）
y 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
A 261 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
B 0 0 243 0 0 0 0 0 0 0 0 162 0 0 0 0
y 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 計 差
A 0 0 0 0 81 0 0 0 0 0 0 0 0 0 342 －63
B 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 405
表6 ケース2：逆転ケース（値は生涯賃金増分［万円］）
y 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
A 261 0 0 0 0－216 0 0 0 0 0 0 0 0－135 0
B 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 171 0 0 0 0 0
y 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 計 差
A 0 108 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 0 27－162


























































損 失 拡 大 W ＜－261 36
損 失 一 定 W ＝－261 15
損 失 縮 小 －261＜W ＜0 38
損 失 回 復 W ＝0 1













































値（x） －1 0 ＋1 期待値 E（X・） 0






















挽回 損失回復 損失縮小 そのまま 損失拡大 計
Cの値 C＞29 C＝29 0＜C＜29 C＝0 C＜0
回 数 762 55 3316 1779 4087 9999
比 率 7.6％ 0.6％ 33.2％ 17.8％ 40.9％ 100％
参考：生涯賃金額［万円］ W ＞0 W ＝0 261＜W＜0 W ＝261 W ＜261
参考：表7より 10 1 38 15 36 100
表10 Cの確率分布の代表値（9999回試行）
最大値 中央値 最小値 平 均 分 散 尖 度



































値（x） －1 0 ＋1 期待値 0





























値（x） －2 －1 0 ＋1 2 期待値 0
確率（p） 0.0009 0.0564 0.8854 0.0564 0.0009 分 散 0.12
累積確率 0.0009 0.0573 0.9427 0.9991 1.0000
表13 Dの確率分布の代表値（9999回試行）
逆転 同点 格差縮小 格差不変 格差拡大
Dの値 D＞29 D＝29 0＜D＜29 D＝0 D＜0
回 数 1583 69 3161 428 4758 9999
比 率 15.8％ 0.7％ 31.6％ 4.3％ 47.6％ 100％
参考：生涯格差［万円］ W ＞0 W ＝0 261＜W＜0 W ＝261 W ＜261
参考：表2より 17回 0回 38回 3回 42回 100回
表14 A氏とB氏の生涯賃金の関係
最大値 中央値 最小値 平 均 分 散 尖 度




























査定年 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
・＝0％ 29.0 28.0 27.0 26.0 25.0 24.0 23.0 22.0 21.0 20.0 19.0 18.0 17.0 16.0 15.0
・＝1％ 24.8 23.8 22.9 21.9 21.0 20.0 19.1 18.2 17.2 16.3 15.4 14.6 13.7 12.8 11.9
・＝5％ 14.4 13.5 12.6 11.8 11.0 10.3 9.6 8.9 8.3 7.7 7.1 6.5 6.0 5.5 5.0
査定年 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
・＝0％ 14.0 13.0 12.0 11.0 10.0 9.0 8.0 7.0 6.0 5.0 4.0 3.0 2.0 1.0 0.0
・＝1％ 11.1 10.2 9.4 8.6 7.8 7.0 6.1 5.4 4.6 3.8 3.0 2.2 1.5 0.7 0.0






















・＝0％ 29.0 D≧29.0 Pr（D≧29.0）＝16.3％
・＝1％ 24.8 D≧24.8 Pr（D≧24.8）＝15.1％
・＝5％ 14.4 D≧14.4 Pr（D≧14.4）＝11.2％
表17 確率変数X・
値（x） －1 0 ＋1 期待値 E（X・）

















0.00 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.10 0.20 0.30 0.50 0.80 1.00
0.00 0.00 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.10 0.20 0.30 0.50 0.80 1.00
0.01 －0.01 0.00 0.01 0.02 0.03 0.04 0.09 0.19 0.29 0.49 0.79
0.02 －0.02 －0.01 0.00 0.01 0.02 0.03 0.08 0.18 0.28 0.48 0.78
0.03 －0.03 －0.02 －0.01 0.00 0.01 0.02 0.07 0.17 0.27 0.47 0.77
0.04 －0.04 －0.03 －0.02 －0.01 0.00 0.01 0.06 0.16 0.26 0.46 0.76
0.05 －0.05 －0.04 －0.03 －0.02 －0.01 0.00 0.05 0.15 0.25 0.45 0.75
0.10 －0.10 －0.09 －0.08 －0.07 －0.06 －0.05 0.00 0.10 0.20 0.40 0.70
0.20 －0.20 －0.19 －0.18 －0.17 －0.16 －0.15 －0.10 0.00 0.10 0.30 0.60
0.30 －0.30 －0.29 －0.28 －0.27 －0.26 －0.25 －0.20 －0.10 0.00 0.20
0.50 －0.50 －0.49 －0.48 －0.47 －0.46 －0.45 －0.40 －0.30 －0.20 0.00





0.00 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.10 0.20 0.30 0.50 0.80 1.00
0.00 0.000 0.010 0.020 0.029 0.038 0.048 0.090 0.160 0.210 0.250 0.160 0.000
0.01 0.010 0.020 0.030 0.040 0.049 0.058 0.102 0.174 0.226 0.270 0.186
0.02 0.020 0.030 0.040 0.050 0.060 0.069 0.114 0.188 0.242 0.290 0.212
0.03 0.029 0.040 0.050 0.060 0.070 0.080 0.125 0.201 0.257 0.309 0.237
0.04 0.038 0.049 0.060 0.070 0.080 0.090 0.136 0.214 0.272 0.328 0.262
0.05 0.048 0.058 0.069 0.080 0.090 0.100 0.148 0.228 0.288 0.348 0.288
0.10 0.090 0.102 0.114 0.125 0.136 0.148 0.200 0.290 0.360 0.440 0.410
0.20 0.160 0.174 0.188 0.201 0.214 0.228 0.290 0.400 0.490 0.610 0.640
0.30 0.210 0.226 0.242 0.257 0.272 0.288 0.360 0.490 0.600 0.760
0.50 0.250 0.270 0.290 0.309 0.328 0.348 0.440 0.610 0.760 1.000
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pMINUS
５．結 論
単年度の評価成績を翌年度以降の定期昇給に反映させることは、プラス／マイナス査定を受ける時
点の違いによって、従業員の間で大きな不公平をもたらす。若年時の評価結果によって、従業員の生
涯賃金が大きく変化するのに対し、中・高齢時の評価結果は生涯賃金にあまり影響しないので、年齢
によって「努力の価値」が大きく異なる。初年度にプラス査定を受けた人物を、他の人物が逆転する
可能性は、たとえ彼と同等の能力をもち同様の努力を行ったとしても、非常に小さい。同様に、長期
にわたり勤務する従業員が、初年度にマイナス査定を受けた場合には、生涯賃金を挽回できる可能性
は小さい。また、相当の努力を行ったとしても、相対評価の設定の中で、若年時に生じた生涯賃金の
損失が確実に回復できるとは言えない。
本稿では、単純な構造をもったシミュレーション分析を用いて、上記の点を数量的に明らかにした。
その結果、pPLUS＝pMINUS＝3％という設定では、初年度にマイナス査定を受けた人物が生涯賃金を
挽回できる可能性は1割に満たないこと、また、同じ年度に就職し同じ年度に定年を迎えるA氏と
B氏のうち、初年度にプラス査定を受けたA氏をB氏が逆転できる確率は、約16％に過ぎないこと
が明らかになった。さらに、相当の努力を加味して、pPLUSとpMINUSを変化させても、初年度の査定
によって生じた生涯賃金の差が、確実に回復されるとは言い難いことを明らかにした。これらはいず
れも、割引率・＝0という仮定のもとで導かれたものであるが、これは筆者の主張（「挽回可能性は
非常に低い」）の成立にとって最も厳しいという意味で、最も保守的な条件である。
従って、「低く格付された労働者も努力次第で高い格付に移行できる可能性があるのならばその間
の成果によって賃金が回復することもありうる」という立論は、査定が本人の努力にも依存すると設
定した場合でも、十分なものではなく、これを根拠に安易な評価制度の導入が正当化されるべきでは
ない。いかなる組織においても、本人の能力や努力以外で評価結果がほぼ決まってくるという問題は、
業績評価制度を導入する上でのアキレス腱であるが、相対評価が用いられる場合、その傾向は強まり、
さらに悪化する。このような仕組みに基づいて、単年度の評価結果によって、毎年の賞与に差を付け
ることならまだしも、自動的に定期昇給に差をつけることは大きな誤りである。
・・・・
昇給に差を付ければ、生涯賃金にも直ちに大きな差がついてしまう。あえてこれを行おうとするな
らば、上司や人事担当者が従業員個人の能力や業績について複数年度にわたって慎重に観察を行い、
・・・・・・・・・
将来にわたる組織への貢献を見通した上で、責任を持って行う制度が必要となろう。なお、従来の年
功制度の下でも、管理職への昇進人事において人事担当者による選別がなされ、賃金の面でも差がつ
いていたこと、すなわち評価は従来からなされていたわけで、日本の従来の人事制度は上記の指摘に
照らしても十分に合理的だったことが指摘されている（高橋2004、pp.2426）。あえて単年度主義の
評価制度を導入することに、どれほどの意味があるのか疑問が残る。
朴 勝俊202
本稿の分析には、複数の従業員の相互作用や、評価への努力の反映のモデル化、および統計学上の
数式展開や、さらに精密なシミュレーションの実施等に関して、いくつかの課題が残されている。こ
れらについては今後の課題としたい。
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注
1）本稿の完成までに、京都産業大学経済学部の同僚の皆様、および匿名の査読者の方々には重要な示唆を
頂きました。ここに謝意を表します。あり得べき誤謬の責任はすべて筆者にあります。
2）『ポスト成果主義 スタンドプレーからチームプレーに』日経ビジネスオンラインHP
<http://business.nikkeibp.co.jp/article/pba/20080212/147016/>
3）著者の属する京都産業大学において、2009年度から実施されている教員評価制度を参考に設定。
4）本分析の本質は2項過程の一種であり、解析的に結果を得ることも可能ではあるが、数値シミュレーショ
ンの方が一般に直観的な理解が容易であること、および離散変数の特性と整合的な結果が得られること
から、本稿においてはこちらの方法を用いている。
5）この仮定は、京都産業大学の給与体系を参考に、1回の号俸の積み増しで基本給（月額）は約5,000円
増加し、毎年の賞与は基本給の6か月分が与えられるとして、0.5［万円／月］×（12＋6）［月］＝9［万円］
としたことによる。また、現実には勤続年数が長くなるほど年功賃金カーブが平坦化するケースが多い
が、ここでは単純化のために、これを直線的なものと仮定している。
6）これについては、各個人が行った業務の種類や達成度・成果に応じて与えられる得点などが考えられる。
これも現実には、客観的に正確に定量化することは容易ではない。
7）MS-Excelの乱数には問題があることが指摘されている。これについて、まず、著者が用いたバージョ
ン（2003）では、かつて負の値が生成されるなどのバグが指摘されていたが、Microsoft社の修正プロ
グラムによって対処してある。また、Microsoft社によれば、2003以降のバージョンで乱数の繰り返
しが生じるには10兆個以上の生成が必要であるため、本稿の乱数発生回数では特段の問題がないと考
えられる（マイクロソフト・サポートオンライン参照、http://support.microsoft.com/kb/828795）。
8）勤続年数がさらに長くなるにつれて、中心極限定理によりCの分布は正規分布に近づいてゆく。
9）確率分布の尖度が高いほど、確立変数の実現値が平均値の周りに集中しやすくなる。分布の正規性を検
定するボウマン・シェントン（ジャルク・ベラ）検定（蓑谷2007、p.339）をこのデータに用いて確認
した。対称分布（歪度が0）の場合、自由度2のカイ2条分布に従うJB統計量は約146.28となり、そ
のp値は1.72×10－31となる。従って、正規分布であるという帰無仮説は有意水準1％で棄却される。
10）Cを連続変数とし、その分布をあえて正規分布に近似して考察すると、Pr（C＞29）＝0.088833、
Pr（C＝29）＝0、Pr（0＜C＜29）＝0.411167、Pr（C＝0）＝0、Pr（C＜0）＝0.5となる。これに対
し、表9ではCが離散的であるため、境界線にあたるC＝29およびC＝0となる頻度も明示されて
いる。
11）ボウマン・シェントン（ジャルク・ベラ）検定のJB統計量は約115.2となり、カイ2乗分布のp値は
9.64×10－26となる。従って、正規分布であるという帰無仮説は有意水準1％で棄却される。
12）Cを連続変数とし、その分布をあえて正規分布に近似して考察すると、Pr（C＞29）＝0.170254、
Pr（C＝29）＝0、Pr（0＜C＜29）＝0.329746、Pr（C＝0）＝0、Pr（C＜0）＝0.5となる。
朴 勝俊204
13）試行の回数は1,000×50×50＝250万回である。
14）試行の回数は1,000×50×50＝250万回である。
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Astatisticalreasonwhytheregularwage
increasemustnotbemadedependenton
theannualindividualperformance
PARKSeung-Joon
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Abstract
Whileitiswidelyknownthattheperformancebasedpaysystem hascausedsevereside-
effectssothatcompanieswhichhaveintroduceditareseekingremediesincludingcomingback
tooldsenioritysystem,someuniversitiesaretryingtointroduceakindofpersonnelevaluation
systemnow,asapartoftheirreforms,inviewofmakingthesalarydependentontheperform-
ance.Butanil-designedirrationalevaluationsystem,especialyrelativeevaluationsystem,wil
giveworkerscounterproductiveincentive,andworsentheworkingenvironmentandperform-
anceoftheorganization.
Thispapershows,usingstatisticalsimulationmethods,thatasystemwhichmakesregular
wageincreasedependentontheindividualperformanceofasingleyearisunfair,becauseinsuch
asystem ・thevalueofeffort・intermsofaeffectonlifetime-wageisverydifferentbetween
youngandoldemployees.Thatis,thegapgeneratedatthebeginningofone・scareerisverydif-
ficulttobecompensated.
Keywords:performance-basedpaysystem,personnelevaluation,lifetimewage,statistics,
simulation
